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令和５年７月２７日 

障 害 福 祉 部 

障害施策推進課 

障害者虐待への取組み状況について 

 

１． 主旨 
区は、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止

法）」に基づき、障害者虐待の予防及び早期発見その他の障害者虐待の防止、障害者虐待を受け

た障害者の迅速かつ適切な保護及び自立の支援並びに養護者に対する支援を行うため、都をはじ

めとした関係機関と連携して対応している。 

この度、障害者虐待防止法に基づく虐待の相談・通報届出の状況や、障害者虐待防止に向けた

取組み状況について報告する。 

 

２． 障害者虐待の相談窓口 
区では、各総合支所保健福祉センター保健福祉課(区内５箇所)に「障害者虐待通報・届出窓

口」を設置し、障害者への虐待に関する通報や届出を受け付け、障害者が安心して暮らしていけ

るよう虐待を受けた障害者や養護者への支援を継続的に実施している。また、夜間・休日虐待通

報ダイヤルで受け付けた通報内容は、翌営業日に区所管課を通して保健福祉課へ繋げている。 

 

３． 対応の流れ 
養護者による虐待 共通事項 施設従事者等による虐待 

 通報・届出の受付  

緊急性の判断・初動対応の決定 受理会議 
緊急性の判断・初動対応の決定 

都へ報告 
安否確認・立入調査 
必要に応じて都に報告 

事実確認 
アセスメント 

安全確認・施設訪問調査 
職員との面接、支援計画等の確認 

事案対応メンバーの招集 虐待対応ケア会議 
援助方針の決定 

事案対応メンバーの招集 

障害者の保護・支援 
（サービス導入・施設入所等） 

養護者への支援 
（相談、指導、サービス導入 

による負担軽減） 

対応 

障害者の保護・支援 
虐待者からの分離 

入院入所等サービスの見直し 
施設・事業等の適正な運営確保 
関係法による権限の適切な行使 
（施設等からの報告徴収・立入検査） 

状況確認 モニタリング 改善計画に基づく取り組みの評価 
都へ報告、都による公表 

・緊急の立入調査実施や被虐待者の保護、養護者の面会制限などを行う必要が生じた際の法律

の解釈、成年後見制度を含む障害者の権利擁護に関する事案について、区が委託する弁護士

へ相談する場合がある。 

・使用者による障害者虐待について通報や届出があった場合、区は、緊急性の判断や事実確認

を行い都に通知。区は、都労働局による措置に協力する。 
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４． 相談や通報届出、認定の件数 
（１）相談・通報届出件数及び虐待と認定した事例件数（年度末時点） 

  養護者による 

虐待 

施設従事者等

による虐待 

使用者による 

虐待 
合計 

相談・通報 

届出件数 

令和2年度 12 10 1 23 

令和3年度 33 26 0 59 

令和4年度 14 16 ※１ 2 32 ※２ 

虐待と認定 

した事例 

令和2年度 7 3 0 10 

令和3年度 10 10 0 20 

令和4年度 7 ※３ 4 1 12 ※４ 

 

（２）令和４年度の状況 

施設従事者等による虐待（16件）における施設種別 ※１ 

入所施設 
グループ 

ホーム 
通所施設 その他 合計 

1 6 7 2 16 

 

相談・通報届出（32件）の申出者 ※２ 

障害者本人 
家族（養護者

を含む） 
施設従事者等 その他 合計 

4 3 14 11 32 

 

養護者による虐待（7件）における虐待者の続柄 ※３ 

父 母 兄弟姉妹 配偶者 子 その他 合計 

2 2 1 1 0 1 7 

 

虐待と認定した事例（12件）の認定内容（複数認定あり） ※４ 

 養護者によ

る虐待 

施設従事者等

による虐待 

使用者によ

る虐待 
合計 

身体的虐待 5 4 0 9 

性的虐待 0 0 0 0 

心理的虐待 4 0 1 5 

放棄・放置（ネグレクト） 0 0 0 0 

経済的虐待 1 0 0 1 

 

虐待と認定した事例（12件）における被虐待者の性別 ※４ 

男性 女性 その他 

5 7 0 
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５． 障害者虐待防止に向けた取組み 
（１） 世田谷区自立支援協議会「虐待防止・差別解消・権利擁護部会」 

障害当事者や家族会、学識経験者、弁護士、警察等で構成される協議会を年２回開催し、区

の障害者虐待への取組み状況等を共有するなど、連携協力体制を整備している。また、この協

議会の運営について検討する「運営会議」を年４回開催している。 
 

（２） 事業者等の対応力向上を目指した研修の実施 
障害者福祉施設や障害福祉サービス事業者や区職員等に向けた研修を実施している。 
 

年度 内容 講師 

令和３年度 障害者の虐待防止と意思決定支援について 
国学院大学法学部教授 
佐藤彰一 氏 

令和４年度 （新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況から実施せず）  
 
（３） 障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き 

厚生労働省による「障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き」を区ホー

ムページに掲載し、施設や事業者向けに周知している。 
 
（４） 障害のある方のための虐待防止ハンドブック 
・障害のある方と支援者の方が、障害者虐待防止について一緒に学ぶための「障害のある方のた

めの虐待防止ハンドブック」を平成２６年に発行 

・障害のある方の権利擁護や障害者虐待防止に関する内容を更新し、令和２年に改訂 

配布：各総合支所保健福祉センター保健福祉課、障害施策推進課 窓口 

区ホームページからダウンロード可 

 

 


